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１．事業の目的

冷凍技術を活用した食品ロスの有効活用、既存物流やNPO等と
連携した寄贈物流の効率化、および食品リサイクルのハイブリッドによる

「食品廃棄ゼロエリア」モデルの創出

脱炭素社会を2050年に実現し、青く豊かな地球環境を未来へつなげるため、ローソンでは長期目標として
環境ビジョン「Lawson Blue Challenge2050！」を策定。
CO2排出量の削減・食品ロスの削減・プラスチックの削減の具体的な目標（KPI）を掲げ、達成に向けて
チャレンジ。

「食品ロスの削減」については、2030年までに50%、
2050年までに100%削減を目標としており、日本国の
掲げる計画ともシンクロ。

本事業では、食品ロス削減はもちろん食品リサイクルも
加えた「食品廃棄ゼロ店舗」モデルの実現性・拡張性を検証。
世界的課題である食品ロス削減の先進的なモデル事業を積極的に発信。

「もったいない」を有効活用して「ありがとう」へ
地域と協力して「食品廃棄ゼロ店舗」を1店舗でも多く創出
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２．事業の内容（期初の計画）

「販売期限」は切れながらも「消費期限」を迎える前の商品を
冷凍技術の活用により「時を止め」、支援の必要な方々へ寄贈

①食品ロスの活用による
地域支援

②既存物流を活用した
寄贈物流の効率化

③既存物流を活用した
リサイクル効率化の

検討着手

【スキーム（案）】

主に既存物流を活用するパターン

NPO・自治体と連携するパターン

食品リサイクル
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２．事業の内容（最終報告）

2024年1月～ 新たな急速凍結庫での寄贈を開始＠品川区
2024年2月～ 加盟店でのプレ寄贈を開始＠豊島区

2店舗
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２．事業の内容（最終報告）

商品の品質・安全性が担保できないため緩慢冷凍はNG
店舗の拡張性が見込めず、既存物流の活用は9月にて検討断念

■ 近隣エリアに一定数の実験店舗が
確保できない状況では、既存物流
の活用はかえって非効率

■ 全ての配送車が店舗配送後、FDC
センターへ帰着しない実態が判明

■ 24年問題などを背景とした物流
改革（1日3便→2便化）を進める
なか、イレギュラー実験の検討は
優先度を下げざるを得ない

■ 受贈側としてもセンターを介するより
近隣店舗との直接物流の方が
効率的
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２．事業の内容（取り組み動画）
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２．事業の内容（最終報告）

内容
① 冷凍技術を活用した ・販売期限切れ食品を凍結することで ・安全性 冷凍機器ごとの凍結試験

食品の有効活用 　「時を止め」、冷凍食材として子ども 保存条件ごとの微生物検査
　食堂へ寄贈 店舗従業員によるオペレーション確認
・子ども食堂にて加熱・再調理して提供 ・美味しさ 商品本部による官能試験

  ブランド 寄贈先によるメニュー開発、試食会
　

② 既存物流やNPO等と ・店舗から寄贈先への効率的かつ ・安全性 輸送時間、シッパー性能の確認
連携した寄贈物流の 　持続可能な物流スキームの検討 ・効率性 関係者へのヒアリング
効率化 ・持続性 関係者へのヒアリング

③ 食品リサイクルの促進 A）有効活用できない食品残さは、 ・実現性 食品リサイクル対応可否の確認、調整
　　 焼却処分せず食品リサイクルへ （収集運搬の可否、リサイクラーの有無、

　 分別に伴うオペレーション負荷など）
・持続性 食品リサイクルにかかる収集運搬コスト

の軽減
（収集パターン調整、補助金活用など）

B）FDC（冷凍静脈）を活用した ・検討可否 三菱食品との対話
　　 食品リサイクル促進の検討着手

効果検証の方法名称

販売期限切れ商品の安全性やブランド価値をどう担保するか
検討・検証に想定以上の時間を要した

検討に至らず
※継続検討
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２．事業の内容（先行実験での主要課題）

液体急速冷凍機は店舗のオペレーション負荷が大きい
従業員の習熟度によって歩留まりが悪く、食材としての活用を阻害

安全性・美味しさの担保と同時にオペレーション負荷を軽減する
冷凍機器の選定が大きな検証課題
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３．事業の実施体制

①冷凍技術を活用した食品の有効活用
■ローソン
■フクシマガリレイ

タカハシガリレイ
■寄贈先（子ども食堂）

②既存物流やNPO等と連携した寄贈
物流の効率化

■ローソン
■三菱食品
■寄贈先（子ども食堂）、

中間支援団体など

③食品リサイクルの促進
■ローソン
■三菱食品
■収集運搬事業者
■リサイクラー
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３．事業の実施体制①ローソン×ガリレイ
①冷凍技術を活用した食品の

有効活用
■ローソン
■フクシマガリレイ

タカハシガリレイ
■寄贈先（子ども食堂）
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３．事業の実施体制①ローソン×ガリレイ
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３．事業の実施体制①ローソン×寄贈先
①冷凍技術を活用した食品の有効活用

■ローソン
■フクシマガリレイ

タカハシガリレイ
■寄贈先（子ども食堂）
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３．事業の実施体制②ローソン×寄贈先
②既存物流やNPO等と連携した寄贈物流の効率化

■ローソン
■寄贈先（子ども食堂）

検討断念
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３．事業の実施体制③ローソン×各社
③食品リサイクルの促進

■ローソン
■収集運搬事業者
■リサイクラー

A）個店ごとの食品リサイクル

B）FDC（冷凍静脈）を活用した食品リサイクル促進の検討着手

■ローソン ■三菱食品
■収集運搬事業者 ■リサイクラー 検討に至らず

※継続検討
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４．事業の成果

安全性担保のためのルール作り、冷凍機器の選定を慎重に推進
定量的な成果は、実験2店舗の1カ月あたりで評価

■定量効果
本事業では「食品廃棄ゼロ店舗」を目指すため、1店舗あたりの食品廃棄重量は「ゼロ」となる想定。

実験2店舗、実験期間30日の場合：7.4kg×2店舗×30日＝444kgの食品廃棄削減効果
＊1店舗1日あたりの食品廃棄重量：7.4kg（2022年度、食品リサイクル実施店の数値からの推計）

■定性効果
①地域への貢献
・食の支援が必要な方への物理的支援と、地域の見守り体制構築による
心理的支援の実現

・支援を必要とする側が「食品ロス削減に協力」することで、社会課題や社会
そのものへの関心につながる同時に、自らが課題解決へ貢献している「自信」
も醸成 ＊フードバンク等の利用者アンケート結果より考察

②事業者・生活者双方の意識・行動変容
・生活者における販売期限や消費期限、賞味期限への関心や正しい理解の
促進、および各期限に関する「寛容さ」の醸成

・「まだ食べられる食品を廃棄しない」企業の意識・行動変容の促進

③地域への貢献
・「まだ食べれる食品を廃棄しない」ことによる、店舗従業員の
働きがいの醸成

②事業者・生活者双方の意識・行動変容
・先方実験として2店舗で実施の「販売許容切れ商品の
値引き販売・冷凍寄贈」においてテレビ・新聞・WEBニュース
などで多数の反響あり

・本事業にて規模や内容を拡大実証することで、より多くの
報道に繋がることで、食品ロス削減はもちろん、多くの企業・
生活者の資源循環全般への関心と行動変容を促進
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４．事業の成果（寄贈実績）

先行期間（液体急速冷凍）を含む
品川区1店舗の寄贈実績（1月末時点）

3月 178 個 9月 230 個
4月 170 個 10月 205 個
5月 190 個 11月 123 個
6月 229 個 12月 207 個
7月 324 個 1月 107 個
8月 282 個 2月 個

上期合計 1,373 個 下期合計 872 個
11カ月合計 2,245 個

■ゲートシティ大崎アトリウム店 ※3月～12月：液体急速冷凍機、1月：急速凍結庫

FFカテゴリーにおける食品ロス削減率は約4割
店舗全体の廃棄数量の削減率は数%

食品リサイクル実施により「食品廃棄ゼロ店舗」を達成
＊社外秘のため詳細数値は口頭報告
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５．主要課題①寄贈品の安全性担保

販売期限切れ商品の安全性の担保
（新ルール策定、ブランド保護、責任範囲など）

販売期限切れ商品を凍結加工するため「製造責任者＝店舗」
消費期限や微生物学上の安全性など「新ルール」が必須

販
売
期
限

消
費
期
限喫

食
凍
結

凍結時点で
「時が止まる」

解
凍

調
理

解凍・調理時点から
「時が動き出す」

消費期限前の
喫食が絶対

実験対象のFFは現状1時間しかない

商品ごとに
時間が異なる

ブランク

商品ごとに
時間が異なる

商品ごとに
時間が異なる

A

① ② ③

Aの時間内に①＋②＋③の時間計が収まっていることが必須
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５．主要課題 ①寄贈品の安全性担保

特に新ルール策定はお客さまの安全性担保のため慎重に進める

■商品を店舗で加工（冷凍）するため、実験用の新ルール策定は必須。
■新ルールは、寄贈先での加熱・再調理が条件であり、既存商品の販売許容の延長を容認

するものではない。
■実際に営業している3店舗にて、対象FFをサンプリングのうえ微生物検査を実施することで、

安全性の担保をより確実化。

寄贈品の安全性担保は最優先のため
2024年1月以降、対象商品は「からあげクン」のみに変更

食品ロス削減効果を鑑みると、拡大展開は難しい

確実な
安全性担保のため

からあげクンのみ対象
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５．主要課題 ②冷凍機器

冷凍機器の仕様およびコスト
（凍結能力・大きさ・設備・作業性など）
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５．主要課題 ②冷凍機器

店舗オペレーションの負荷は大きく軽減
寄贈先でも全ての寄贈商品を食材として活用可能

本取り組み専用機器として店舗導入するには
ハード・コストにおいて負荷が大きすぎる

食品ロス削減効果を鑑みると、拡大展開は難しい
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５．主要課題 ③仲間の拡大

取り組みに共感・協力してもらえる加盟店および
寄贈先の掘り起しとマッチング

最も大きなイニシャルコストである機器費用について
補助金給付を検討頂ける自治体に限られる
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６．実証実験の結論

本スキームでのこれ以上の拡大展開は現時点では厳しいと判断

冷凍など再加工を伴わず、販売期限切れ商品と
寄贈先をマッチングする仕組みを継続検討

■安全性
・販売期限切れ商品を再加工（冷凍）した場合の品質担保の基準
・加盟店や本部の責任範囲、事故が起こった場合の救済措置
・対象商品の仕様変更や増加時の微生物検査
⇒メーカーの品質保証の対象外となった商品を取り扱うことの難しさ

■美味しさ・ブラント価値
・店頭商品と比較した場合の食味、食感、見た目等の劣化

■費用対効果
・店舗オペレーション負荷や冷凍機器のコストに対する食品ロス削減への貢献
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６．実証実験の結論

品川区・豊島区の2店舗の取り組みは継続

実施を希望する店舗や自治体、子ども食堂などがあれば
小規模でも実施は検討していく

■他社事例を参考に課題解決の糸口を模索
KFC（日本ケンタッキー・フライド・チキン）の品質担保の基準や凍結条件などに
取り組み拡大のヒント？

出典元：KFCウェブサイトおよびYahoo！ニュースより転載
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おわり

私たちは“みんなと暮らすマチ”を幸せにします。


